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1．研究の背景と目的
我が国では，GIGAスクール構想により，全国の小中学校に 1人

1台の学習端末が整備された。それに伴い，デジタルドリルを導
入する自治体や学校も増えてきた。デジタルドリルの中には，AI
技術を活用し，正答率や学習状況等のスタディ・ログを分析し，一
人一人に応じた問題が出題される「AIドリル」と呼ばれるものが
ある（文科省，内田洋行 2021）。神野（2017）は，生徒の学習デー
タを集めてそれを用いて教育効果を高める教材をAI教材と定義し，
各個人の状況に基づいて最適な形で教材を提示するような適応学習
（アダプティブラーニング）の教材も含まれるとしている。

AIという言葉のインパクトは強く，一人一人に応じた問題が出
題されると聞くと，どの子も一定基準の学力（例えばABC三段階
評定のAまたはB）を身に付けられるかのような印象を受ける。実
際に，デジタルドリルによって，正答率が向上したと報告する研究
もある（平田・松本 2021）。一方で，学校現場で用いられているデ
ジタルドリルを会社ごとに比較すると，会社によってその特徴には
違いが見られる（津下・中川 2022）。西岡ほか（2022）は，各社
のデジタルドリルを比較検討し特徴の違いを示した上で，デジタル
ドリルがAI 的な機能を備えてもやはりドリル学習の持つ限界に縛
られており，AI が万能な「個別最適化」を図ってくれるといった
イメージは幻想とみなすべきであると指摘している。

GIGAスクール構想下で用いられるようになったデジタルドリル
を用いることにより，適応学習は実現し得るのか。この問いに答え
るためには，そもそもデジタルドリルとは一体何者で，過去の研究
のどこに位置付きどのような特徴をもっているのか，そして，目指
そうとする適応学習とは一体どういったもので，その実現にデジタ
ルドリルはどのように寄与するのかについて，過去の知見を整理
し，検討していく必要がある。これらについて，部分的に言及して
いる研究は見られるものの，統合的に論じている研究は少ない。そ
こで本稿では，過去の研究動向を統合的に整理し，デジタルドリル
による適応学習実現の可能性を検討することを目的とする。

 2．研究方法
まず， 3において現在学校現場で用いられている適応学習教材
としてのデジタルドリルについて，CAI及びITSに関する研究を軸

に，これまでの開発研究の中での位置づけを確認し，その特徴につ
いて整理する。次に， 4において，適応学習の概念について，過
去の知見を参照しながら整理し，適応学習教材としてのデジタルド
リルの位置づけを確認する。そして， 5において，デジタルドリ
ルによる適応学習の実現のために，これまでに行われてきた適応学
習教材としてのデジタルドリルに関する研究知見を整理し，成果と
課題について検討する。最後に 6において， 3～ 5までに得られ
た知見をまとめた上で，デジタルドリルによる適応学習実現の可能
性を論じる。

3．デジタルドリル
（1）ドリル学習とCAI
技能や知識を習得する際に，何らかの行為を繰り返し行うこ
とによって内容の定着を図ることをドリル学習という（岡・松山 
2007）。小学校では，繰り返し学習の 1つとして最も広く用いられ
ている方法であり，これまで紙の漢字ドリルや計算ドリルを用い
て，家庭学習などの場面を中心にドリル学習が行われてきた。ドリ
ル学習による算数の計算技能向上に関しては，いくつかの研究にお
いてその有効性が示されている（吉田 1979，鈴田ほか 2003）。
また，コンピュータを用いてドリル学習を行う取り組みは，CAI

（Computer Assisted Learning）と呼ばれ，アメリカにおいて1960
年代頃から研究開発が進められてきた（溝口 1974）。ソーンダイク
の行動主義を心理学的背景とするスキナーのプログラム学習（PI 
Program Instruction）・ティーチングマシーンは，スモールステッ
プの原則を特徴にもち，CAIの開発研究の理論的背景とされた。我
が国では，1964年に教授活動という形で神奈川大学に初めてCAI
システムが導入され（溝口 1974），学校教育現場においては，国立
教育研究所のCAIプロジェクトとして，1974年に東京都葛飾区常
盤中学校にわが国最初のCAIシステムが設置され，実証研究が行
われた（木村 1976）。
このCAIシステムの教育的な目的について，木村（1976）は 5
つの観点でまとめている。以下，ドリル学習に関連する部分を 3
つの観点を引用する。

・ 教育界の長年の夢であった学習の個別化を実現することにより，
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一斉授業では実現できないひとりの学習者の学習過程と成果を効
果的に改善する。
・ 学習者の特性に合致し，多様な教育環境でより効果的に学習を進
めることができる「より豊かな教育環境」を実現する。
・ CAIシステムの活用により，人間教師のより創造的な教育活動を
支援する教育システムを建設する。

このまとめから，CAIに期待される教育的な役割は，一斉授業
では実現できなかった学習の個別化の実現であることが分かる。コ
ンピュータによって個別化を図るという理念は，木村がこのまとめ
を出した1976年から約50年経過した現在においても変わっておら
ず，コンピュータの教育利用の重要かつ主要なテーマであると言え
る。この文脈においてCAIは，現在のデジタルドリルの原型であ
ると言えよう。

（2）知的CAIとITS
学習の個別化が期待され研究開発が進められてきたCAIであっ
たが，当時のシステムの多くはドリル＆プラクティス型であり，学
習者の理解の状態に関係なく問題が提出されるももので，柔軟さ
に欠けることが指摘されていた（溝口 1989）。これに対して，知識
処理技法を導入した知的CAIと呼ばれるCAIが開発されるように
なった（溝口 1989）。
知的CAIは，カーボネル（1970）によって提唱された。カーボ

ネルは，手続き的なプログラミングに代えて，AIアーキテクチャ
を導入することを提唱し，南アメリカの地理に関する知的CAIで
あるScholarを作成した（大槻 1992）。カーボネルの方法論は，そ
の後の知的CAIに大きな影響を与え，多くの研究開発が行われた。

1970年代から1980年代にかけて開発されていった知的CAIは，
ITS（Intelligent Tutoring System）とも呼ばれる。両者を区別する
論文もあるが，本稿では知的CAIとITSは同じものとして扱う。

ITSは，何を教えるべきかを特定する教育内容のモデルと、どの
ように教えるべきかを特定する教授戦略を持つ，コンピュータベー
スの教育システムである（Wenger 1987）。一般にITSは，ドメイ
ンモデル，学生モデル，指導モデル，インターフェイスの 4つのアー
キテクチャをもつ（Wenger1978）。ドメインモデルは，数学や科
学といった，ITSが対象とするドメイン知識を扱う。学生モデルは，
学習スタイル，活動，行動，知識の過不足など，学生の属性に依存
するもので，システムに保存されることがある。指導モデルは，学
生モデルに基づいて理解が不十分な点を特定し，それを克服するた
めの最適な教材を提供する戦略を行う。インターフェイスは，ドメ
インモデル，学生モデル，指導モデルを統合し，システムとユーザー
間のインタラクション機能を提供する。

4つのアーキテクチャに含まれる要素にはどのようなものがあ
るかについて，Colby（2017）は，過去に開発されたITSをレビュー
するとともに，そのうち 10のITSを取り上げ， 4つの指標から特
徴を述べている。Colby（2017）の研究から，4つの指標に関して，
具体的な要素を抽出し，以下の一覧表（表 1）のように整理した。

表1　 ITSの4アーキテクチャに含まれる要素（Colby2017より抽
出して津下作成）

ドメイン
モデル 

科学，技術，数学，エンジニアリング，その他，ドメイン非依存

指導
モデル

【戦略】構成主義，コーチング，自然言語対話，教育ゲーム，
　　　　マルチメディア，非構成主義
【戦術】フィードバック（フラグ，ステップ・アンサーベース，メタ認知行動），
　　　　ヒント配列（ポインタ・ティーチング・ボトムアウトヒント），
　　　　足場作り，フェードアウト，ワークアウト，自然言語対話，適応性，
　　　　間をあけた練習，反ゲーム戦術

学生
モデル

モデルトレーシング（MTT）（エキスパート（プランニング，オペレータ），バギー等）
制約ベース（CBT），例題トレーシング（ETT），努力重視モデル（要求ヒント数，試
行回数，時間）
収集データ
【細粒度データ】（タイムスタンプ，キーストローク，マウスクリック）
【粗粒度データ】（最終的な解答，継時的な影響，ユーザーの好み）
【静的変数】（学習分野，学習シナリオ，目標コンセプト，嗜好等），
【動的変数】（マスタリー値，タイムスタンプ，ヒントレベル，待ち時間，韻律等）
　　　　　　エンゲージメント（ゲーム化行動等）
感情【測定方法】顔認識，感圧マウス，姿勢適応型チェア，自己報告測定等，
　　【感情の例】退屈，フラストレーション，混乱，集中，それ以外

インター
フェイス

（a）ウェブベースかデスクトップベース，（b）タイプ入力か音声入力か，
（c）教育エージェントを含むかどうか，（d）ゲームベースかどうか，
（e）ユーザーエクスペリエンス

この一覧表の要素のそれぞれについて本稿で取り上げる余裕は
ないため，各要素の詳細については割愛するが，例えば指導モデル
を見ると，構成主義やメタ認知や足場作りといった心理学的研究の
知見がITSの開発や特徴に含まれていることが分かる。また，学生
モデルを規定するための戦略として，制約ベースや例題トレーシン
グといった工学的な手法が取り入れられており，収集データについ
ても様々な粒度のデータや変数が収集されていることが分かる。な
お，ITSのインターフェイスについて，2010年代頃までは，デスク
トップベースが主流であったが，近年ではウェブベースも多くみら
れるようになった。
以上，CAIからITSへの進化とITSの概要を述べてきたが，知的

CAIには「知的」の文言が，ITSには「Intelligent」とあるように，
その開発には，当時の人工知能技術が活用されていた。上に整理し
たような戦略や戦術は，現在のデジタルドリルの開発にも生かされ
ていると推察され，また，収集されるデータについても，当時と同
じようなデータが収集されていると推察される。以上のことより，
現在学校現場で用いられている，適応学習の機能をもつデジタルド
リルの枠組みは，1980年頃には形作られていたことが分かる。

（3）適応学習教材の変遷
学習の個別化を図ることを目的に，デジタルドリルはCAIから

ITSへと進化してきたが，その後，インターネットの登場や，人工
知能技術の進化，コンピュータの高性能化を伴い現在に至る。この
一連の歴史的変遷について，Liほか（2021）は， 6つの段階を経
て現在に至ったと述べている。以下（表 2）にその変遷を示す。
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表2　適応学習教材の歴史的変遷（Liほか2021を元に津下作成）
年代 略称 モデル AIタイプ 指導型 背景理論 指導理論

1920s-
1960s PI Program 

Instruction No 直線型 行動主義 教授主義

1970s CAI
Computer 
Aided 
Instruction

No 直線型 行動主義 教授主義

1980s ITS
Intelligent 
Teaching
 System

AI 多次元表現PC知覚 行動主義 教授主義

1990-
1996 Agent

Intelligent 
Agent 
Teaching 
System

AI+
Mass data 知覚＋低レベル認知 認知主義 学習者中心へ

転換

1997-
2011 AEHS

Intelligent 
Hypermedia 
Teaching 
System

AI
+

Mass/Big data
知覚＋低レベル認知 認知主義 学習者中心主

義

2011-
2021 AILS

Adaptive 
Intelligent 
Leaning 
System

AI
+

Big data
知覚＋高レベル認知 認知主義 学習者中心主

義

このうち，PI（プログラム学習），CAI，ITSについては、これ
まで述べてきた。Agentは，例えばVRといった技術を含むエージェ
ントによって知識を教えるもの，AEHSは，e-learningのように，
動画や静止画コンテンツを含むメディアを含むもの，そしてAILS
は，Adaptiveとあるように，AI技術を生かして適応学習を実現す
るためのシステムであるとされている。なお，背景理論については，
PIからITSまでが行動主義・教授主義，AgentからAILSまでが認
知主義・学習者中心主義，と，表の上では分かれるように整理され
ているが，現在の適応学習のためのデジタルドリルの特徴をこの表
に対照してみると，必ずしも両者にはっきりと分かれるわけではな
く，認知主義・学習者中心主義の理論は取り入れられているものの，
行動主義・教授主義の理論も含まれているものも多いと考えられる。

AIは，第 1次～第 3次の大きく 3つのブームを経て現代に至っ
たと言われているが（総務省 2015），上の表からも分かるように，
デジタルドリルはそれぞれの時代のAI技術を取り入られながら，
現在に至っている。しかし，その技術の具体的な要素として， 3
の（ 2）の学生モデルで示したような技術が用いられていること
をもってAIドリルとするならば，西岡ほか（2017）が指摘するよう，
AIが万能であるというイメージは避けるべきであり，あくまで適
応学習の効果をある程度高めるツールであるとの認識のもと，デジ
タルドリルを利用していくことが妥当あろう。

4．適応学習に関連する理論の整理
3では，適応学習の教材としてのデジタルドリルの開発・進化

の歴史的変遷から，適応学習の実現可能性について論じた。ここで
は，本稿で検討の対象としている適応学習そのものの考え方につい
て，これまでの知見の整理を試みる。

（1）適応学習と適応学習教材
Liほか（2021）のまとめのAILSにもあるように，Adaptive 

Leaning（適応学習）の概念は，システムとあわせて論じられるこ
とが多い。我が国では，研究の中で適応学習の概念について説明
しているものがいくつか見られるが（後藤 2014，石井 2015，小柳 
2019，椎野ほか 2020），学習データを解析し，つまずきや理解不
足を特定し，内容やレベルを調整することで，教材や難易度を適応
的に調整して提供する技術のことを適応学習としている点は，概ね

共通している。
一方，国外の研究の中には，適応学習について，教材や難易度
を適応的に調整するという技術的側面以外の視点を含んで説明して
いるものもある。表 3は，我が国で論じられている適応学習の概
念に加えて，Liほか（2021）の論考を参考に，適応学習について
の説明を，観点別に整理したものである。なお， 1 ~ 5までは，観
点を整理するために便宜的に付けた番号である。

 表 3　適応学習の概念の整理

観点 適応学習の説明
1．技術 適応学習とは，学習データを解析し，つまずき

や理解不足を特定し，内容やレベルを調整する
ことで，教材や難易度を適応的に調整して提供
する技術（後藤 2014，石井 2015，小柳 2019，
椎野ほか2020）

2．指導
　（教師）

適応学習とは，教師が適応学習システムを教材
として用いて，データの収集・分析，授業の準
備，学習状況の把握，評価，学習者の学習ニー
ズの変化に合わせて教育内容を適時調整するこ
と（趙ほか 2015）

3．学習
　（学習者）

適応学習とは，適応学習システムを通じて自分
に適した学習内容，方法，道筋を得ること（王
ほか 2014）

4．学習支援 適応学習とは，学生の知識レベルと知識に基
づく知的チューターシステムと適応学習シス
テムを組み合わせて知識システムをモデル
化し，知識構築経路を学生に推奨すること
（Chandrasekaranほか 1992）

5．学習法 適応学習とは，教授・学習理論に導かれた自
律的，知的，技術主導の個別学習法（Liほか 
2021）

これによると，適応学習の概念は，技術としての観点のみなら
ず，指導，学習，学習支援，学習法，と，様々な観点からその概念
が論じられていることが分かる。一方，この表において， 2 ~ 4に
おいては「適応学習システム」という言葉が用いられている。この
適応学習システムという言葉について，Liほか（2021）は，適応
学習の概念を統合したオンライン学習環境や学習支援・サービスシ
ステムと説明しているが，ここで取り上げられているシステムの特
徴は， 1のような技術的特徴をもつシステムのことであると考え
られる。したがって，適応学習教材とは， 1のような技術的特徴
をもつ教材であると定義することができよう。

（2）適応指導
Adaptive Learningに類似の概念として，Adaptive Instruction

（適応指導）がある。適応指導については，Liほか（2021）のよう
に，適応学習システムの観点を軸に捉えている研究（Alevenほか　 
2017）と，適応学習システムの観点を含みつつもこれまでの教育
学研究における適応指導の理論をふまえて整理している研究（Ok-
choonほか 2004）が見られる。

Alvenほか（2017）は，指導の個別化のためにテクノロジーが有
効であることを指摘し，適応学習技術を用いた指導についての過去
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の研究を， 5行× 3列のグリッドに整理している。グリッドにお
いて，行は学習者の適性，つまり，何に適応させるか，を表しており，
予備知識と知識成長，問題を解く生徒の道筋：戦略・エラー，感情・
モチベーション，自己調整学習戦略・メタ認知・努力，学習スタイ
ル，の 5つの視点を示している。また，列は，適応の異なる時間
スケールを表しており，デザイン・ループ，タスク・ループ，ステッ
プ・ループの 3つの視点を示している。デザイン・ループは，コー
ス設計者がコース設計の前に行うデータ駆動型の決定を指す。タス
ク・ループは，システムが学習者のための指導タスクを選択するた
めに行うデータ駆動型の決定を指す。ステップ・ループは，生徒が
指導課題の中で行う個々の行動に応じてシステムが行うデータ駆動
型の決定を指す。このように，Alvenほか（2017）の研究は，適応
学習システムの観点から適応指導の分類と整理を試みており，示さ
れた学習者の 5つの適性の観点や，システムの適応性をとらえる
3つの段階は，適応学習教材の特徴を捉える参考となる。
他方，Ok-choonほか（2004）は，個々に異なる生徒のニーズに
対応するための指導アプローチや技法は適応指導（アダプティブ・
インストラクション）と呼ばれている（Crono・Snow 1986）こと
を紹介した上で，より具体的には，適応指導は，生徒の個人差に効
果的に対応しながら，各生徒が課題を学習するために必要な知識や
技術を身に付けることを目的とした教育的介入のことである，とし
ている。また，適応指導について，その段階や視点の違いから 3
つのレベルに分けて，過去の研究の知見を整理している。

1つ目は，マクロレベルで指導を適応させるレベルである。こ
のアプローチは，指導目標，カリキュラム，内容の深さなど指導
の主要な構成要素のいくつかについて，様々な選択肢を許可する
ことにより，指導を適応させるものである。具体的なアプローチ
として，Keller（1974）の個別化教授法，完全習得学習といった教
授法の知見に加えて，コンピュータを利用して学習効果を分析し，
教育に役立てるシステムであるCMI（Computer Managed Instruc-
tion）なども包含している。 2つ目は，特定の指導手順と戦略を特
定の生徒の特性に適応させるレベルである。このアプローチは，
Cronbach（1977）の適正処遇交互作用（ATI，Aptitude Treatment 
Interaction）の理論として我が国でも知られており，指導に最も関
連のある学習者の特性 （または適性） を特定し，適性を持つ生徒の
学習プロセスを最も促進する指導戦略を選択する（Ok-choonほか 
2004）ことで，適応指導を図るものである。 3つ目は，ミクロレ
ベルで指導を適応させるレベルである。指導中に生徒の特定の学習
ニーズを診断し、そのニーズに合わせた指導処方を提供するアプ
ローチで，Skinner（1954）のプログラム学習や，ITS，Adaptive 
Hypermedia,  Adaptive Web-Based InstructionといったCAIの文脈
のシステムが紹介されている。これらの知見を踏まえて，適応指導
のレベルを図 1のように整理した。

以上，Alevenほか（2016）とOk-choonほか（2004）の 2つの
研究から，適応指導の概念について検討したが，共通している点は，
両者とも，広い視点から狭い視点へと，適応指導のレベルを分けて
いる点である。また，例えば，Alvenほか（2016）のステップ・ルー
プと，Ok-choonほか（2004）のミクロレベルの視点は，指導中の
個々の行動に応じてシステムがニーズを診断し，指導を決定すると
いう点で共通している。このように，レベルを分けて検討すること
は，適応指導を具体化する上で必要な視点である。

（3）適応学習・指導とデジタルドリルの位置づけ
適応学習と適応指導という 2つの類似の概念について，先行研
究の概念を元にそれぞれ整理してきた。ここでは，適応学習と適応
指導の関連をふまえた上で，適応学習教材としてのデジタルドリル
の位置づけについて検討したい。
個々の生徒のニーズに適応した指導に関する研究は，多くの研
究者が試みており，個別指導による適応指導は，1800年代半ばま
では一般的な方法であった（Reiser 1987）。学年制が導入された後
も個々のニーズに合わせた指導の重要性は強調され続け，マクロレ
ベルの適応や適正処遇レベルでの適応に関する理論及び知見（完全
習得学習や適正処遇交互作用など）が生み出されてきた。このよう
な中，適応指導の実現をコンピュータ側からのアプローチによっ
て実現する取り組みが適応学習であると言える。具体的には，CAI
でありITSであり，適応指導の実現が期待され，開発され，進化し
てきた先に，適応学習教材としてのデジタルドリルは位置付いてい
る。

5．適応学習教材による適応学習の実現
（1）CAI及びITSによる適応学習の実現

1958年にIBMによって最初のCAIが開発されて以来，CAI及
びITSによる学習効果について，多くの研究的知見が集積されてき
た。例えば，VanLehn（2011）は，人間による個別指導と，ITSに
よる指導の個別指導の効果についてレビューを行い，ITSによる個
別指導（効果量d=0.76）は，人間による個別指導（効果量d=0.79）
とほぼ同等の効果が得られたことを報告している。また，Maほか
（2014）は，教師が指導する大人数のグループ指導や生徒が教科書
を使った個別に学習する場合と比較して，ITSの方が生徒の学習効
果が高いことを示している。このように，ITSによる有効性を示す
報告がある一方で， ITSによる指導を少人数のグループ指導や個人

図 1　適応指導の 3レベル（Ok-choonほか2004より津下作成）
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指導と比較した場合には，生徒の成績が向上しなかったことを報告
している。さらに，Steenbergen-Huほか（2013）は，幼稚園児か
らK-12までの生徒を対象とした数学学習に対するITSを対象とし
た研究の有効性についてメタ分析を行い，ITSの有効性は，成績の
低い生徒よりも一般的な生徒のほうが高かったことを明らかにして
いる。
わが国においては，CAIが導入された初期の頃では，木村ほか

（1978）が学校教育の正規の授業にCAIシステムを組み込んで利用
し，中学校 1年生の正負の数において，短期では平均90％以上の
目標達成度が得られたことを報告している。一方で，長期の保持に
関しては，CAIによる学習だけでは保持が難しいこと，また，学習
速度や思考の過程結果，及び上位群・中位群・下位群による学力・
情報処理能力の格差といった個人差を生むことを指摘し，教授法の
議論が必要であると述べている。
その後，英語のCAI教育の開発や効果の検証（高橋ほか 1990，
片桐 2006），数学教育へのCAIの利用（河村 1989），高等学校家
庭科教育におけるCAI導入と評価（李ほか 1990），大学の専門科
目への利用（物理教育：清水 1982，統計学：宮地 1992，材料力学：
大森ほか1998，看護：河村ほか 1995）といったように，幅広い校
種領域で，CAIの開発及び評価の研究が行われてきた。有効性につ
いては，概ね効果があったと報告する研究が多い反面，学習者の個
人差という視点で個々の変容に着目すると，十分効果が得られない
ケースも報告されている。

（2）適応学習教材としてのデジタルドリルによる適応学習の実現
現在わが国の学校教育で用いられているデジタルドリルは，大
きく 2つに大別される。 1つは，4で述べた，学習データを解析し，
つまずきや理解不足を特定し，内容やレベルを調整することで，教
材や難易度を適応的に調整して提供する技術をもつ適応学習教材と
してのデジタルドリルであり，もう 1つは，データの解析や理解
不足の特定，難易度の調整を行う技術をもたないデジタルドリルで
ある。このうち，学校教育における適応学習教材の活用についての
国内の研究動向（津下ほか 2022）をみると，その研究目的としては，
大きく分けて，学習効果を明らかにするもの，利用実績を明らかに
するもの，その他に大別された。このうち学習効果については，高
校数学を対象とした研究（山崎ほか 2020），数学と英語の成績への
影響に関する研究（平田ほか 2021），大学生へのキャリア教育への
効果（内海　2019）などにおいて，学習効果が上がったことが報
告されている。一方で，稲垣ほか（2016）は，アダプティブ教材
を用いた課外や家庭学習において，下位層の児童の学習効果や学習
意欲が十分喚起されなかったという課題や，適応学習教材を用いた
復習の誤答分析により，学力低位層において復習の効果が上がらな
かったといった課題（津下 2022）も指摘されている。

（3）適応学習教材による適応学習は実現し得るのか
以上，適応学習教材による適応学習の実現について，CAI及び

ITSの観点と，近年の適応学習教材としてのデジタルドリルの観点
から，先行研究の知見をまとめた。適応学習教材による適応学習実
現の可能性については，教科・領域によっても異なるが，その有効
性を示す研究も数多く報告されている一方で，特定の学習者，とり

わけ低位の学習者の中には，十分な有効性が認められなかったケー
スも報告されている。したがって，十分な有効性が認められなかっ
たケースへの対応について，学校現場での対応を考えると，デジタ
ルドリルのみに頼るのではなく，教師による個別の教授や学習支援
を適切に行っていくことの必要性が指摘できる。

6．まとめと課題
3では，現在の使われているデジタルドリルはプログラム学習

を理論的背景にもつCAI及びITSの研究の系譜に位置づけられ，開
発当初より学習の個別化の実現を意図して進化発展してきたことを
述べた。 4では，適応学習の概念を技術，指導，学習といった視
点から整理した上で，適応指導をコンピュータ側からのアプローチ
によって実現する取り組みが適応学習であることを述べた。 5で
は，国内外の適応学習教材による適応学習実現に関する研究につい
て，CAI及びITSに関するものと，適応学習教材としてのデジタル
ドリルに関するものについて，その成果と課題について述べた。
適応学習教材は，対象となる領域について，教育学の知見を踏
まえた戦略を取り入れながら，様々が学生データをもとに数理モデ
ルに従って，インターフェイスを通して適応学習の実現を図ってい
る。その発展の過程において，それぞれの時代におけるAI技術を
適切に取り入れながら適応学習の実現を図ることによって，その
学習効果を高めてきたと言えるだろう。一方で， 5の（ 2）で述
べたように，今もなお適応学習が十分実現されないケースも報告さ
れている。特に，わが国においては，デジタルドリルを用いた適応
学習に関する知見の集積は十分であるとは言えない現状がある。さ
らなる研究的知見の集積が求められるが，その際，本稿で述べたよ
うな視点を意識しながら，目指すべき適応学習の姿を明確にした上
で，研究的知見を集積していく必要がある。
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